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平成１４年度行政改革実施事項

１ 行政改革実施計画の項目で実施した事項

１ 市民参加制度の確立

(1) 環境市民会議「ちがさきエコワーク」との協働

（追加項目 平成１３年度以降継続実施項目）

環境問題に対する意識を高めるため、環境フェアや市民講座などを開催するとともに、

部会などを通して、会員相互の情報交換や交流事業を実施

ア 環境フェアの開催（１回）

イ 環境市民講座の開催（３回）

ウ エコワーク通信の発行（４回）

エ 自然観察会・視察等（５回）

オ 生ゴミ堆肥化の調査研究

(2) 地域団体等による公園及び青少年広場の美化運動等の推進

（平成９年度以降継続実施項目）

【公園】

ア 地域団体・個人からの申し出により、公園・緑地内の除草、清掃及び草花植栽によ

り、花壇づくりを実施（３７公園）

【青少年広場】

イ 老人会により、除草及び清掃を実施（５広場）

【老人レクリエーション広場】

ウ 老人クラブにより、除草及び清掃を実施（５広場）

２ 行政組織・機構の見直し

(1) 横断的機構の設置 （平成１０年度以降継続実施項目）

ア 電子市役所の実現に向けて３つの検討部会を設置

(ｱ) ホームページ運営検討部会

ホームページの運営方法を検討し、全体の概要の決定及び運用ガイドラインを策

定するため、７部７課で構成する検討部会を設置（平成１４年５月）

(ｲ) 電子文書整理方法検討部会

電子文書の整理方法を検討し、運用ガイドラインを策定するため、５部７課で構

成する検討部会を設置（平成１４年５月）

(ｳ) 情報セキュリティポリシー策定検討部会
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情報セキュリティの確保及び管理方法を検討し、茅ヶ崎市情報セキュリティポリ

シーを策定するため、６部１１課で構成する検討部会を設置（平成１４年８月）

イ 茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準に関する条例策定プロジェクトチーム

の設置

茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準を条例化するため、５部１０課で構成

するプロジェクトチームを設置（平成１５年１月）

ウ 市民参加基準検討会議の設置

市民が主体となったまちづくりを推進し、市民参加の在り方や方法についての検討

を行い、市民参加基準を策定するため８部１５課で構成する検討会議を設置（平成

１４年６月）

(2) 簡素合理化をめざした行政組織の改正 （平成１０年度以降継続実施項目）

平成１４年４月１日 実施 [平成１４年度:１８部７３課１２８担当]

地方分権の推進、少子高齢化、高度情報化の推進その他社会状況の変化による行政課

題に的確かつ迅速に対応する組織改正を実施

３ 事務事業の見直し

(1) 小中学校施設の有効活用 （平成８年度以降継続実施項目）

今宿小学校の体育館倉庫の一部を防災備蓄倉庫として整備（平成１５年３月）

〔小中学校３１校のうち平成１４年度末 １６校整備済〕

(2) 茅ヶ崎市土地開発公社の保有地の整理 （平成８年度以降継続実施項目）

ア 事業用地の市買換

７，９５９．０５㎡ （２１億６，２８９万円）

イ 保有地の有効利用 （総事業収益 ９，１２９万円）

(ｱ) 有料駐車場 （７箇所）

(ｲ) 市への貸出 （３箇所）

(ｳ) 民間への一時貸出 （１１社）

(3) スポーツ教室事業の見直し （平成９年度以降継続実施項目）

健康スポーツ教室「水中ウォーキング」の開催時間、対象人数を検討し、屋内温水プ

ールを専用使用せずに、一般利用と並行して実施（平成１５年３月）

(4) 茅ヶ崎市環境に配慮した庁内率先行動計画の実施

（追加項目 平成１２年度以降継続実施項目）

同計画により、環境推進統括員からの報告に基づき、各部課かいの取組状況をまとめ、

８月に事務監査を実施
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また、事務監査の意見を付した取組状況を広報ちがさき１１月１日号の特集号（環境

基本計画年次報告書）により公表

(5) 市立病院の全面開院に伴う業務改善

（追加項目 平成１３年度以降継続実施項目 平成１４年度実施済）

ハード面

ア カルテ自動検索機、自走搬送設備の設置により業務を効率化

イ ＳＰＤ（供給、流通）倉庫を設置し、診療材料、消耗品等の物品を一元管理し、経

費を削減

ウ 院内ＰＨＳ通話方式の採用により、各部署間の連絡体制が一元化でき、業務の効率

化及び誤認行為を防止

エ コージェネレーション（ガス発電機有効利用）システムの採用により、エネルギー

の有効利用による維持管理経費を削減

オ 駐車場管理システムを導入することにより、駐車場を有料化

カ 中央集塵システムとゴミ圧縮装置を利用することにより、管理委託費を削減

キ パルパー（粉砕、液状化）とウォーターブレス（水圧）導入により、ごみ処理作業

を軽減

ソフト面

ア 医療情報システム導入により、受付から診療及び会計までの待ち時間の短縮や診療

予約、各種検査予約などを効率化

(6) 行政評価の検討 （平成１３年度以降継続実施項目 平成１４年度実施済）

ア 事務事業評価（単年）の試行、事後評価シートを構築

イ 事務事業評価（３カ年）の試行、事前評価シートを構築

(7) 各種使用料及び負担金等の額の見直し （平成８年度以降継続実施項目）

ア 下水道使用料の額の改定〈注：平成１３年度実績、平成１４年度報告〉

平成１３年４月１日から、公共下水道の維持管理経費等の上昇に伴い、収支の均衡を

図るため、下水道使用料の徴収単価を平均１７％引上げ

（収入 ３億７，６８８万円）

(8) 各種単価契約の見直し （平成９年度以降継続実施項目）

ア 各課の需要状況を把握しながら対象品目を調整し、効率的な契約を実施

イ 社会情勢により価格変動のあるもの（燃料等）について、市内を６地域に分類し、

年４回の指名競争入札を実施（平成１３年４月から）

(9) 車両管理における修繕料の削減 （平成８年度以降継続実施項目）

収集事務所におけるごみ収集車の簡易な修繕作業を職員で実施

（経費 ▲１９４万円）
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(10)ごみ発電余剰電力売電による収入の確保

（追加項目 平成８年度以降継続実施項目）

ごみ焼却処理施設において、ごみ焼却により発電した余剰電力を売却

売電量 ５，１８１，９６０ｋｗｈ

（収入 ４，０９７万円）

(11)基本健康診査の自己負担額の見直し （追加項目 平成１２年度以降継続実施項目）

国の徴収基準との適正化を図るため、基本健康診査の自己負担額を２，０００円から

２，２００円に改定

（収入 ２８６万円）

(12)市立病院病棟医事事務の民間委託

（平成８年度以降継続実施項目 平成１２年度実施済 平成１４年度報告）

各種診療行為に伴う指示伝票をシステム化するとともに、看護補助業務を見直し、診

療報酬請求事務、診療録に添付する検査結果の貼付等の病棟事務を委託（病棟クラーク

の導入）

(13)平塚市との広域連携 （平成１２年度以降継続実施項目）

平成１３年２月に平塚市・茅ヶ崎市広域連携推進協議会を発足させ、各種事業、調査

・研究等を実施

ア 市制７０周年記念「体験・馬入の渡し」の実施 （平成１４年１０月）

イ 合同職員研修会の実施 （平成１５年１月）

ウ 合同防災訓練の実施 （平成１４年８月）

エ 広報紙の相互掲載 （３回）

オ ＰＦＩについての合同研修会の実施 （平成１５年２月）

４ 定員管理の適正化

(1) 第２次定員適正化計画の推進 （平成８年度以降継続実施項目）

平成１４年度の実績：２０人の減員

平成１３年度職員数 １，７８９人 （平成１３年７月１日）

平成１４年度職員数 １，７６９人 （平成１４年４月１日）

（経費 ▲１億１，７５０万円）
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(2) 政策形成能力及び創造的能力向上をめざした計画的職員研修の実施

（平成８年度以降継続実施項目）

ア 初級職員研修 ３月 ２２名（庁内研修）

イ 中級職員研修 １月 ２０名（庁内研修）

ウ 上級職員研修 ５、８月 １７名（庁内研修）

エ 監督者（担当主査）研修 ２月 １２名（庁内研修）

オ 政策法務研修 １１月 ６８名（庁内研修）

カ 行政課題調査研究 ５月～３月 １名（市町村研修センター）

キ 政策法務研修 １月～２月 ２名（市町村研修センター）

ク 政策形成マインド研修 ５月 １名（市町村研修センター）

ケ 政策課題研修 ５コース ５名（市町村研修アカデミー）

(3) 職員の意識改革をめざした職員研修の実施 （平成８年度以降継続実施項目）

ア 新採用職員研修 前期（電話マナー・接遇）４、１０月 ４６名（庁内研修）

イ 新採用職員研修 後期（福祉体験学習、手話等）１０月 ３６名（庁内研修）

ウ 平塚市との合同研修（市民サービスの向上） １１月 ２３名（平塚市）

エ 接遇ステップアップ研修（クレーム対応） ５月 １５名（庁内研修）

オ 接遇指導者養成（接遇の実際と指導者養成） ７月 １１名（庁内研修）

カ 技能労務職員Ⅰ研修（職員のあり方） ８月 ３４名（庁内研修）

キ 技能労務職員Ⅱ研修（接遇応対） １２月１４１名（庁内研修）

ク 男女共同参画社会推進研修 ９月 ５５名（庁内研修）

ケ 広域２市１町合同研修（広域的な行政感覚） ７月 １４名（藤沢市）

コ 民間企業派遣研修 ４～３月 ９名

(4) 広報紙による毎年の定員状況の公表 （平成８年度以降継続実施項目）

「広報ちがさき」（平成１５年１月１５日号）により、部門別職員数の状況及び増減

理由について公表
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２ 平成１４年度新たに実施した事項

(1) 市民参画推進ニュースの発行

市民参加に関する基準を策定するために発足した市民参加基準検討会議は、職員の

意識啓発・高揚を図るため、行政運営における市民参加の在り方や方法について研究

したニュースを発行

第１号 平成１４年１０月

第２号 平成１４年１１月

(2) 市民まなび講座の開設

行政情報の提供機会をより広げるため、市内に在住、在勤、在学する方で構成され

る団体やグループに対して職員が出向き、市の施策や制度の内容等を説明する市民ま

なび講座を開設

平成１４年度実績

講座メニュー ４０講座

実施件数・参加人員 ５３件１，７８３人

分野別内訳 健康 ２０件 福祉 ５件 教育 １件

自治 ２件 防災 １１件 歴史・文化 １４件

(3) 庁議等の組織・運営方法の見直し

市政の円滑かつ効率的な運営を推進するため、施政の方針、重要施策等を全庁的に

審議するとともに、事務事業の連絡調整等を図ることを目的とした、庁議等の組織・

運営方法の見直しを実施

ア 組織の見直し

(ｱ) 政策会議の構成員を市長、助役、収入役、教育長及び理事とした。

(ｲ) 政策調整会議の構成員を全部長とした。

(ｳ) 主管調整会議を政策主管会議とし、この構成員を職員課長、文書法務課長、企

画調整課長、行政管理課長、財政課長、道路建設課長及び教育総務課長とした。

(ｴ) 部内調整会議を設置した。

イ 運営方法の見直し

(ｱ) 原則として、庁議に付議する案件については部内調整会議を経ることとした。

(ｲ) 庁議にあたっては、政策シートを添付することとした。

(4) 名札の変更

職員の名札の大きさを名刺サイズとし、字を大きく、顔写真も入れて市民にわかり

やすく親しみを持たれるものに変更（平成１４年６月）

(5) 市民栄誉賞の制定

市民又は市に縁故の深い者で、文化、芸術、スポーツその他の分野で輝かしい業績
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を上げ、かつ、広く市民に敬愛され、市民に希望と活力を与えたと認められる功績の

顕著なものに対して、「市民栄誉賞」を制定（平成１５年３月）

(6) 後援名義使用承認基準の明確化

法人その他の団体が主催する事で、市の施策の推進に寄与するものであると認めら

れるものに対して、市がその経費を負担せず、単に「茅ヶ崎市」の名義により後援す

るための基準を策定（平成１５年１月）

(7) パソコン体験コーナーの設置

市民が気軽にパソコンに触れたり、インターネット体験をできる場として、分庁舎

１階展示室に市民パソコン体験コーナーを開設（平成１４年６月）

(8) 消防ダイヤルインの導入

災害入電時に速やかな対応ができるよう、消防本部(消防総務課、予防課、警防課)、

消防署（指導課、警備課）にダイヤルイン（直通電話）を導入（平成１５年３月）

(9) 女性のための相談室の開設

離婚などの夫婦間の悩みや夫婦、恋人など親密な関係にある人からの暴力について

の相談に対応するため、「女性のための相談室」を女性センターに開設（平成１４年

１０月）

(10)借上型市営住宅制度による市営住宅の整備（供給）

増加する市営住宅入居希望者に対応するため、民間の土地所有者等が建設した住宅

を市が一括して借り上げる方式により市営住宅を整備

平成１４年度 １棟２０戸を供給

(11)井戸水（災害時用）水質検査の廃止

災害時の生活用水確保の目的で、毎年、市内２００箇所程度の井戸水の水質検査を

実施していたが、他に確保ができたこと、また、地震災害時には井戸水の水質や水量

等が変わってしまい、災害時の生活用水として使用できないことが想定されるため、

市内の自治会単位で行っていた井戸水の水質検査を廃止

（経費 ▲４７万円）

(12)茅ヶ崎駐車場定期駐車券の利用日の見直し

自動車定期駐車券の利用を土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する

休日も利用できるよう変更

（収入 ４１万円）
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(13)地域医療連携事務と医療相談室の一本化

地域医療連携事務と医療相談事務を１ヶ所で行い、患者やその家族が気軽に相談で

きる独立した地域医療連携室を開設（平成１４年９月）

(14)ごみ収集体制の見直し

市民サービスの公平性の確保と、より効率的な収集体制の整備を図るため、「燃や

せるごみ」の収集を全市域において週２回とし、ビン・カン類などの資源物とペット

ボトルの集中収集を隔週の水曜日に実施

（経費 ▲９１８万円）

(15)診療録管理体制加算の実施

市立病院の外来診療部全面開院とともに、診療記録を一元管理とし、専任の担当者

の配属により施設基準を満たし診療録管理体制加算を実施（平成１４年９月）

（収入 １９５万円）

(16)市議会定例会の会議録作成部数の削減

定例会の会議録検索システムの導入により、会議録の３０部を削減

（経費 ▲１２万円）

(17)防災服貸与の廃止

災害対策本部員として指名している部・課長に対する防災服の貸与を廃止し、一般

職員の作業服に統一

（経費 ▲３０万円）

(18)市税納付臨時窓口の開設

平日に市税を納付することができない市民に対し、納付や納税相談ができるように

するため、土曜日に臨時窓口を開設

平成１４年１２月、平成１５年３月の土曜日の２日間 ８時３０分から１７時まで

（収入 ３５万円）

(19)ちがさき・さわやかプラン（新総合計画後期基本計画）第２次実施計画で活動指標

等を設定

第２次実施計画の４０４事務事業の活動結果を数値で表すための活動指標、市民が

どのような影響を受けるかを表すための成果指標及び目標値を設定

(20)ごみ焼却処理施設運転管理業務の委託

清掃事業所のごみ焼却処理施設運転管理のクレーン部門を委託



- 9 -

(21)広域行政の推進（寒川町のごみの受け入れ）

「茅ヶ崎市と寒川町とのごみ処理に関する事務の事務委託に関する規約」が平成

１４年９月３０日に議決され、寒川町の可燃ごみの受け入れを開始（平成１４年１０

月）

（収入 １億８，２６４万円）

(22)電子市役所推進計画の策定

市民がＩＴ（情報通信技術）の恩恵を最大限に享受することができる電子市役所の

実現に向け、具体的な行動指針となる｢電子市役所推進計画｣を策定(平成１４年８月)

ア 計画期間

平成１８年度を目標年次とした、平成１４年度から１８年度までの５箇年

イ 取組内容

(ｱ) 市民のサービスの向上

行政手続の電子化、情報提供の電子化、市民ニーズ把握の電子化、各種行政分

野の電子化など

(ｲ) 経営の視点を取り入れた迅速な行政運営

情報の共有と有効活用、業務プロセス・組織の見直し、外部資源の有効活用な

ど

(ｳ) 基盤の整備

情報通信基盤の整備、国や他の地方公共団体等との連携、システムの安全性・

信頼性の確保、条例規則等の見直し、推進体制の整備、職員の育成と意識改革な

ど

(23)職員へのパソコン配備

電子市役所を推進する基盤として、全庁ＬＡＮの整備拡充を図るとともに、事務の

効率化・迅速化のほか、電子メールなどのグループウェアやホームページによる情報

交流や情報の収集など、情報を活用する環境を整備するため、職員一人１台パソコン

の配備として、６５０台のパソコンを導入（平成１５年１月）

(24)電光表示板（交付番号呼出表示設備）の設置

市民課の窓口業務を改善するため、証明書等の受付窓口と住民異動や戸籍の受付窓

口を分離し、それぞれの窓口で引換証の番号札を渡し、交付の際に電子による呼び出

し番号表示を行い、同時に合成音声によって自動的に呼び出し放送を行う「交付番号

呼出表示設備」を設置（平成１４年８月）

(25)神奈川県国民健康保険団体連合会との情報交換システムの導入

市と神奈川県国民健康保険団体連合会を専用電話回線で結び、介護保険受給者等の

情報を暗号化して、伝送・交換するシステムを導入（平成１５年３月）
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(26)児童手当支給システムの導入

児童手当支給の事務の迅速化・効率化のため、児童手当システムを導入

(27)障害者福祉新システムの導入

平成１５年度からの障害者への支援費制度実施にあたり、事務の迅速化・効率化を

図り新制度に対応できるシステムを導入（平成１５年３月）

(28)都市計画等概要図の写しの交付

土地利用に関する規制情報を正しく、かつ漏れのないように集め、市民へ情報を提

供するため、「都市計画等概要図」を策定し、写しの交付を開始(平成１４年１０月)

情報内容 ３６情報

(29)人事・給与管理システムの導入

各部門の職員情報を一元管理し、事務効率の向上を図るとともに、確かな情報に基

づいた人事管理に活用するため、人事・給与管理システムを導入（平成１５年３月）

(30)申請・届出様式の電子的提供（ダウンロードサービス）の充実

各種の申請書や届出書を入手するためだけに市役所の窓口に出向く必要をなくし、

市民の利便性の向上を図るため、申請書や届出書のホームページからのダウンロード

サービスを拡充

平成１４年度末の実績数 ４９様式

(31)不在者投票システムの導入

不在者投票時の市民の待ち時間の軽減を図るため、選挙人名簿のデータベース化に

より一元管理し、迅速かつ正確な事務処理を可能とするため不在者投票システムを導

入（平成１５年３月）

（経費 ▲１８０万円）
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平成１４年度行政改革実施事項に伴う節減効果

経費面 人員配置面 財源確保面での効果実 施 事 項 ･ ･

下水道使用料の額の見直し ３億７，６８８万円

車両管理における修繕料の削減 １９４万円

ごみ発電余剰電力売電による収入の確保 ４，０９７万円

基本健康診査の自己負担額の見直し ２８６万円

第２次定員適正化計画の推進 １億１，７５０万円

井戸水（災害時用）水質検査の廃止 ４７万円

茅ヶ崎駐車場定期駐車券の利用日の見直し ４１万円

ごみ収集体制の見直し ９１８万円

診療録管理体制の加算の実施 １９５万円

市議会定例会の会議録作成部数の削減 １２万円

防災服貸与の廃止 ３０万円

市税納付臨時窓口の開設 ３５万円

寒川町のごみの受け入れ １億８，２６４万円

不在者投票システムの導入 １８０万円

経費面での効果 １，３８１万円

人員配置面での効果（ 分） １億１，７５０万円

財源確保面での効果（ 分） ６億０，６０６万円

合 計 ７億３，７３７万円
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